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図－1 

〈図―１〉 ご紹介いただきました西岡です。本日は『日本低炭素社会のシナリオ』と言うお

話をしたいと思っております。 

 

新しい社会へ 

 内容としましてはまず、低炭素社会とは何だろうかと言うことです。これからは二酸化炭素

等々のカーボンを主体とする気体を、あまり出さない生活をしようとすること。これではまだ

何か分からないことがありますが、後でお話をいたします。そういう社会が来ることが必至で

ある。必至と言いますのは、科学的に見て、いずれはほとんどゼロエミッションにしなくては

いけないということをお話ししたいと思います。 

 方向がそういうことになりますと、どういう手順でそれをやっていけば良いのかということ

になるわけです。今、2050 年には世界の温室効果ガスを半分にしようということが国際社会

では言われておりますけれども、本当にそんなことが出来るのだろうか。国際社会、すなわち

世界全体で 50％ということは、日本のような先進国の沢山出している国は、昨年、福田ビジ

ョンというものがございましたように、2050 年に 60％ないし 80％減らすということが必要

になって来ます。 

 その中間を取ったわけではありませんが、私どもは 70％削減が出来るかどうかという研究

をして、それは技術的に可能だという結論を出しております。大切なのは、これまでのどんど

んエネルギーを使って良くするという社会の方向から、エネルギーを使わないでどういった具

合に便利な社会を創って行くかという、大きな転機に差し掛かっているということです。これ

は言ってみればまことに大きな転機でして、一言で産業革命をリセットするというぐらいの話

なのです。 

 産業革命というのは、エネルギーを使うことによってすべての技術を盛んにした。それが

我々の今の社会を創っているということです。どの小さな技術をとっても、ほとんどがエネル
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ギーなしには出来ない技術です。情報技術というのはエネルギーを使わない、情報とエネルギ

ーは等価ということもあるかと思います。そういう技術が次の革命としてありました。第 3 の

革命はまた産業革命をリセットするような話になるかも知れない。こういうお話をしたいと思

っております。 

 

地球温暖化の現実、予測と影響 

 まず、地球温暖化の現実、そして予測と影響というお話です。 

 今、IPCC という、1 回毎に 1000 人ぐらいの人が集まって、これまで出ている学会論文を集

めて分担して読み解き、伝達して、科学の現状から見て温暖化がどういう状況なのだろうかと

いうことを行う作業が 5 年に一度ぐらい行われております。その中で実に簡単なグラフなので

すが、このグラフを一つ書くのも大変なのですけれども、どれだけ地球の温度が上がっている

かといったことについての見解が述べられております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－2 

〈図－２〉 ここで見ますと、この 100 年の間に大体 0.74℃、ほんのわずかですが地球平均

の温度が上がったと我々は観測している。あらゆる地上観測のデータを集め、海の上ではブイ

から発信される温度を集計したり、それを補正する。そこからヒートアイランドがあるような

町のデータを外したり、いろいろな処理をして調べてみますと、この 100 年間に大体 0.74℃

ぐらい上がっている。 
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 例えば 25 年の平均を取りますと、温度の上がり方としては倍の早さになっているといった

ことが観測されました。自然の変動というのは元々ありますから、年々の変動はあるのですが、

全体のトレンドから見たら、今は非常に世界の気温の上昇が加速しているという状況にありま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3 

〈図－３〉 もう少し長い昔から、今のこの上がり方というものがどういうことを意味するの

だろうかと考えてみますと、この 1000 年間の温度は上がったり下がったりして、昔はバイキ

ングがグリーンランドに住んでいたという暖かい時代もあったし、あるいは小氷河期と言われ

ている時代もありました。暑い、寒いと言いながらも、ほぼ全体として 1℃の範囲に収まって

いる。上に上がって 0.5℃、下に下がって 0.5℃ぐらいの感じで温度が移動して来たわけです。 

 ところが産業革命以降、もっと近くには前世紀になりまして、非常に温度が上がって来た。

元々1939 年ごろに一度上がったのですけれども、そこから急に下がり始めたものですからあ

まり問題にはならなかったのですが、75 年以降また急に上がって、どんどん上がっておりま

す。昨年の温度はこの最高の温度から大分下がりまして、それでも確か史上 7 番目、あるいは

10 番目と言われております。まだこの範囲内に入るような温度です。それが今までの温度で

すけれども、明らかにこれまでの変動の幅を飛び越えた上昇になっているということです。 

 これは、第３次評価報告書です。グラフの右上に書いてある予測は第 4 次評価報告書の温度

ですけれども、化石燃料を使ってこのまま排出を続けて行った場合、2100 年には地球平均で
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4℃上がるという予測をしております。今のうちから環境に優しい、あまり出さないような生

活をして行くということになりますと、2℃ぐらいで収まるかも知れないということを言って

おります。 

 この温度上昇があまり大きいと、温度だけの話ではなくて、気候の変動が非常に激しくなると

いうことを意味しているわけです。生態系が絶滅するなど、いろいろな現象が起きて来るという

ことです。EU では今、工業化すなわち産業革命以前から 2℃上がった辺りが一応危ないという

レベルに設定し、そこに到達しないように努力しようということで政策を打ち始めました。 

 一体 2℃が悪いのか 3℃が悪いのか判りませんけれども、なるべくそこに到達しないような努力

をして行こうということで、今、国際社会では気候変動枠組条約というものを話している。京都

議定書の期間が 2012 年で終わりますので、2013 年以降の話し合いを始めて、今年 12 月に、コ

ペンハーゲンで次の期にどれだけ減らすかという約束をしようというところに行っております。 

 

日本で観測された変化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－4 

〈図－４〉 IPCC では、もう少し上のレベルに行きますと温度は上がって、例えば北海道で

は米が美味しくなるなど、いろいろと得するところもありますが、2℃、3℃になりますと、誰

も得しないレベルになるという言い方をしています。 

 2007 年、皆さんはしっかりと覚えておられると思いますけれども、日本でも猛暑が続きまし

た。国内の最高気温の記録が熊谷、多治見で 40.9℃になったとか、東京では 29℃の平均温度だ

ったなどです。これは史上第 2 位だということです。クマゼミが北上しているという話もござい

ますし、スーパーの仕入れの方にお伺いしますと、最近は若い者にちゃんと魚図鑑を持って朝一

番に魚を仕入れに行くようにさせないと、何があがったか分からないということで、魚の捕れる

場所もどんどん変わっている。日本だけではなく、世界でもいろいろな変動がありました。 
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図－5 

〈図－５〉 2005 年になりまして、農水省でも日本でどういう問題が起きているのだろうか

ということを調べました。その結果、例えば果樹はどの都道府県もおかしくなっているという

結論が返って来た。水稲、米は、7 割の都道府県でどうもおかしくなっていますという話が返

って来ました。特に、果樹は着色不足というものが目立った。これは今まで、果物が熟するタ

イミングと色が付くタイミングが上手いこと合わせるように作っていたのが、どうもそれがず

れて来てしまっている。特に、色が付くにはある程度の低温が必要なのですが、のんべんだら

りと温度が続くものですから、色がなかなか付かない。開花の早まりで早く花が咲くので、成

熟が高温にあたって着色が遅れるといった状況が見られているようであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－6 
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〈図－６〉 みかんなども、開けてみると皮と実がしっかりとくっ付いていない、皮が浮いて

しまう状況が見られる。米は、白未熟粒と言っていますけれども、にごった粒になってしまう。

特に九州の方でそういうことが多いということが分かりました。これは、田植えから穂が出る

までの期間が短縮するということで、十分に中が熟さないということがあります。それがだん

だん北の方にも上昇しているようです。テレビなどでも報道されておりますけれども、九州で

は等級が悪くなっている。要するに品質が落ちつつある。そして北海道の方で米が美味しくな

っているということで、買い付けの人は北海道に走っているというテレビがございました。そ

ういう状況は現に見られているということです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－7 

〈図－７〉 他にも日本で観測された変化というものは沢山ございます。例えば、これもテレ

ビで良く出ますけれども、イノシシ、ニホンジカ等は、これまでは寒いところで凍死するとい

うことで数の調整が出来ていましたが、積雪が減少して容易に越冬出来るようになりますと、

その数が増えて来て、あちこちで食害などの問題を起こす。 

あるいは、琵琶湖の底に貧酸素水塊が出来る。なぜかというと、温度が低い冬の寒い時は、密

度の高くなった表面の水が下に沈んで、湖を 1 回転、2 回転して空気の通りを良くしていたの

ですが、これがずっと暖かいと、ちょうど密度の軽い水が上にふたをしたような状況になりま

して、下にもぐって行かない。ですから、湖の酸素の供給がだめになって、そこには貧酸素水

塊というものが出来る。そこでは魚が多く死んでいるといったこともあります。 
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図－8 

〈図－８〉 一番目立つものといたしまして、やはり開花時期が早まったということも良くご

存知かと思います。世界的にこれを調べてみて一言で、春が早くなり、チョウは北に行き、そ

れぞれの植生が変化しているということが言えそうです。これは、『一体春が早まっていると

いうことがありますか？』ということを聞いたわけではなくて、IPCC の方で 2 万 9000 件く

らいのデータから生態系の変化等々を調べてみると、大体、予測方向への変化、すなわち温暖

化が進めば早く花が咲くだろうということが予測されるわけですけれども、イエスと言う答え

が 87％。一方でデータからすると 13％はいやいや、逆の方向ですよと言うこともございます。 

 しかし、こういった事象が普通の状況で起きるという確率は 10 億分の 1 ということですか

ら、一言でこれは温暖化して春が早まって来たということです。あるいは、下のところは種の

生息域の極方向への移動。これは北半球だと北の方向へ、そして南半球だと南の方向へ、トリ

やチョウ、足の速いものがどんどん動いている。しかしながら足の遅い植生の方はすぐには変

化出来ませんから、そこに寒帯種が減って来て、温帯種が増えているという状況も見られてい

る。ということで、影響があちこちに及んでいるということであります。 

 

地球温暖化による変化のシミュレーション 

 これから、変化の状況についてシミュレーションの結果を見ていただきますが、一体この温

暖化というものは、基本的にどういった意味を持っているのだろうかということを考えてみま

す。一つひとつのチョウがあっちに行った、こっちに行ったというだけでは、そのことを総合

的に捉えることは非常に難しいと思います。しかしながら、皆さんが周りの景色をご覧になっ

て、そこに我々の自然の恵みが、どういったところにあるのだろうかということを考えてみる

と、その環境の特色というものがお分かりになるかと思います。 
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図－9 

〈図－９〉 例えば、5 月ぐらいになりますと田んぼで田植えが始まります。そういった風景

を目の当たりにして、そこにどういった自然の恵みがあるのか。人間の体の多くは水でありま

すから、何と言っても水が一番大切です。その水を供給してくれるのも自然である。それから

その次にもちろん食料が大切です。それだけではなく、山の上に雪があったとしますと、それ

は雪ダムの役目をしている。ちょうど田植えの頃に水を流してくれて、タイミングが非常に上

手く行っている。 

 それから森林の中に分け入りますと、何となく霊感といったものが湧いて来る。さらに森林

というものは単に材木ではなく、二酸化炭素を吸ってくれる役目もあります。あるいはそうい

った役目があるから、中立的なバイオマス、二酸化炭素を出さない新しい燃料として利用が増

えて来る。しかしながら、それをバイオマスだとか吸収するものだというだけで見ていてはい

けなくて、やはり森全体で、例えば子供たちを連れて教育する場所になります。そして森や水、

山など、全体で構成している景観といったもの自体が、観光資源にもなるといったことです。 

 そして大切なのは、それぞれの場所でみな違った組み合わせがあって、それが環境というも

のを成している。環境というものは自然だけではなく、そこに人々が入り込んで接触している

というところが環境です。国々で全部違います。そういった、皆が生活し生存している環境と

いうものが世界で一斉におかしくなるということが気候変動の状況です。 



9 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－10 

〈図－10〉 「地表気温の変化」の動画は下記の URL で見ることが出来ます。 

 http://www.team-6.jp/cc-sim/ 

※ 地球温暖化シミュレーション「地表気温の変化(2)」 

 出典：（独）国立環境研究所 地球環境研究センター 

  温暖化リスク評価研究室長 江守 正多 氏 

地球シミュレーターというもの数年前まで世界で 1 番のコンピュータでした。今は少し落ちま

したけれども。そのコンピュータを使って、100 年間のシミュレーションをして見ました。す

ると北極の方が世界の平均の 2～3 倍の温度上昇になっていて、シロクマが危なくなっている。

それから、ヒマラヤの雪。これも雪が一度解け始めますと、今度は地肌が表れてそこで熱を吸

収し始めるので、ダブルに効いて来るということです。そういった雪のところからどんどん温

度が上がって行きます。 

 そして、世界全体の変化の中で我々が心配しなくてはいけないのは、もちろん食料、水の話

がございます。アメリカの穀倉地帯や、あるいはアマゾンの森林が枯れて、それがそのまま

CO2 になって上がって行くので、一度温暖化が始まってそういった事象が起こると、悪い方の

正のフィードバック、悪循環が始まると言われています。一度温暖化が始まりますと、そうい

った現象がある。あるいはシベリアの凍土の中に含まれておりますメタンが出て来る。メタン

というのは二酸化炭素の 20 倍の強力な温室効果ガスです。それが出て行くというような現象

があります。 

 あるいは、地球の気候の大半を支配している海流が緩やかになるといった、地球のシステム

全体を変えてしまうという状況も見られる可能性があると言われております。大体日本は世界

平均のちょっと高めで温度が推移しております。それから、オーストラリアの干ばつが 8 年続

きました。それが我々の食料の値段にも効いて来るということは記憶に新しいところでござい

ます。 
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 ヨーロッパの人は、非常に温度に敏感です。先ほど 2℃と言いましたが、我々は 2℃ぐらい

とか、我々が予想しても 2℃だったらまだ大丈夫かなという感じです。ヨーロッパでは今非常

に山火事が多く、洪水が多い。スイスの人に聞きますと、もう山から雪が消えてしまって観光

業は成り立たないなど、そういった自然の変化を目の当たりにしておられますから、世界に先

駆けて厳しい削減目標を設定しようということで動いております。 

 私は IPCC では第 2 作業部会というところにおりますが、それは世界でどういった変化が予

想されるだろうかということを既存の文献を調査いたしまして、例えばこういった一覧表に落

とします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－11 

〈図－11〉 どういった項目がポイントになるかというと、やはり水はどうかということです

が、この 1990 年から１℃、2℃、3℃、4℃と上がって行くにつれて、水不足になる人が増え

て来ます。2℃から 3℃ぐらいのところで 35 億人と予測されているのですが、非常に多くの人

が水不足の状況になる。もともと人間は水のあるところに住んでいるわけですから、降り方が

変わって来ると水を求めて移動しなくてはいけない。その人数が数十億になるということであ

ります。また、そういったことが一番の世界の安全保障の問題にも係わって来るということで、

ノーベル平和賞が授与されたと思われます。 

 生態系の変化ということでは、すでに多くのサンゴが白化しているとか、あるいはすでに絶

滅種が非常に多くなっているということがございます。そして 3℃、4℃と上がって、4℃ぐら
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いになりますと、絶滅種が今の種の 40 ないし 70%ぐらいになって行くということが予測され

ております。これは説明しにくいのですけれども、重要な問題であります。 

 食料につきましては、先ほど北海道の例で申し上げましたように、北半球の方ではむしろ生

産が高まる可能性がある。可能性があるというのは、ウクライナやロシア、カナダなどの広い

平原が適する温度になりますから、そこに植えれば生産性は上がって行きます。 

 しかしながら途上国の方は、稲なら稲、小麦なら小麦の開花時期に温度が 35 度以上になり

ますともう花が咲かない。品種改良でなんとかいくらかは凌げるけれども、それ以上だと凌げ

ないという状況ですから、まず途上国はそういった状況でやられて行く。格差がどんどん広が

って行くということになります。 

 そしてさすがに、先ほどもお話ししましたように 3℃、4℃になりますと、どこの国の農作物

もだめになって行くという状況があると予測されております。工業化以前から、2℃上昇の辺り

で、この辺にならないようにしようという努力を、今世界でやろうとしているわけであります。 

 日本は、環境省でもいろいろと変化を調べて影響を見ております。例えば今の自給率が、カ

ロリーベースで 40％といった状況というのは逆に何を意味しているかと言うと、世界の国の

水、土地、エネルギーによって我々の食料が作られているということになります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－12 

〈図－12〉 これが、沖 大幹先生がお話しになったと思いますが、いわゆるバーチャルウォ

ーターです。我々は食料や小麦、牛肉など、いろいろなものを輸入しておりますけれども、そ
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の時にどれだけの水を世界から借りているかといった意味で、日本の温度がどうかということ

以上に、こういった資源を共有しているということが、世界全体の変化が起こることによって

問題になって来ると思われます。 

 

温暖化は人為的要因によるものである 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－13 

〈図－13〉 IPCC は第 4 次報告書で温度は加速しているという話、それからこの温暖化は人

為的であるという話をいたしました。これはまた非常に今回の報告書の重要なところです。先

ほどご紹介にもあったのですが、IPCC というのは決して温暖化が大変だと言うためにあるわ

けではありません。1990 年の最初に出ましたレポートでは、あと 10 年経たないと人間が出し

ているものが効いているかどうかは判らないと正直に述べております。 

 科学の観点から言いますと、いかんせん観測データはないし、コンピュータもせいぜい一つ

のケースで 100 年のシミュレーションをするのに、1 年がかりでやらなくてはいけないなど大

変な状況であった。それからメカニズム自体も分からなかった。しかしながら、1990 年ごろ

から、世界的に地球変動に関する研究が始まりました。そして、人工衛星からのデータも来た

し、雪がどれだけどこにあるかも分かって来て、温度も測れるようになった。コンピュータも

3、4 桁早くなった。そうなりますと、先ほどお話ししましたような 100 年間のシミュレーシ

ョンも、今では数週間で出来るようになった。これは、どれだけ細かい目で切るかによって違

います。いろいろな変化がここに書いてあります。海洋の酸性化というものが非常に危惧され

ているところであります。この影響をどう評価するかということはまだ判かりませんけれども、

大体 2、3℃以上の上昇ですべての地域は正味の利益の減少、あるいは正味のコストの増加、

いずれにしても儲からなくなりますということを IPCC ではいっております。 
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図－14 

〈図－14〉 そして更に分かって来たことは、さまざまな意見もありますけれども、自然起源

のさまざまな要因と人為起源、すなわち、人間が出したものが温暖化に効いているという要因

を入れてシミュレーションをした結果、それと観測値が、現在あるデータで構成すると、合う

ようになって来たということであります。 

 一方、人為的要因は効いていない、すなわち、人間が出した二酸化炭素は温暖化に効いてい

ないのだ、ということでシミュレーションしてもなかなか答えが合わない。悪いことに、温度

が上がって来たこととコンピュータの性能が良くなったことの両方で、この自然要因だけだと

いうことと、人為的要因が効いているということの乖離がはっきりしたということで、現在の

温度上昇は、人が出す温室効果ガスが原因で起こっているということは、90％の確度で言える

ことを IPCC が述べたわけです。 
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変化への適応策を打つ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－15 

〈図－15〉 そういったことになりますと、危険なレベルにならないように我々が努力するこ

とによって、気候を安定化することが出来るということも意味しているのですから、世界は一

斉に、どのように二酸化炭素等々を減らして行くかという方向に行ったわけであります。ただ

し、車はすぐに止まれない。同じく地球システム自体も非常に大きな慣性があります。極端な

話、今、人間が排出を 0 にしても、これからの温度は 20 年あるいは 30 年ぐらいは、10 年当

たり 0.2℃で上がって行くといったことが計算されます。 

 そうなりますと、今でもこれだけの変化が起きている状況でありますから、我々はそろそろ、

その変化に対する適応策を打たなければいけない。すぐには上がりませんが、もしそんなに海

水面が上がるのであれば、堤防を立てることが一番分かりやすい話ですが、むしろそんなこと

よりも、現在でも非常に洪水が多いところはそれに対する対策を強めなければいけない。ある

いは農業であれば品種改良をする、産地を変えて行くなどいろいろなことをします。そういっ

た政策を適応策、アダプテーションと言っておりますが、変化に対応する策も同時に打って行

かなければいけないということがあります。 

IPCC というところは、政策的判断をするところではありませんけれども、科学の事実から言

えることをきちんと述べよということになっておりまして、慎重ながらこういった言い方をし

ております。 

 さて、それでは 2 番目に、非常に重要なところなのですが、気候を安定するにはどうすれば

良いかというお話をいたしましょう。 
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温暖化のメカニズム 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－16 

〈図－16〉そもそも温暖化というものを極めて分かりやすくお話ししますと、太陽からエネル

ギーが入って来る。非常に高い発熱体から出るエネルギーの波長は非常に短いので、大気中に

ある二酸化炭素は知らん顔して通してしまいます。そして地面を温める。ところが地面が温ま

った結果、現在 15℃になっているのですが、6000℃と比べて非常に低い地面からのエネルギ

ーの波長というものは非常に長い波長になっています。大気中にある CO2 は振動しているので

すけれども、ちょうどこの長い波長がその振動と、言ってみれば共鳴するというか、好物、性

が合うというか、食べてしまう。 

 そうしますと、ますますその振動が強まるということが熱を発しているということになりま

す。そういうことで、地上から来る熱を、二酸化炭素等々の温室効果ガスが溜め込んでしまう

ということがあります。そうしますと布団を 1 枚かぶったような形になりまして地球が温まる。 
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図－17 

〈図－17〉 二酸化炭素はもともと 280ppm という濃度がございますので、そのおかげで地

球は先ほど申しました平均 15 度の温度を保っている。ところがもし二酸化炭素がなかったら

どうかと言いますと、－18℃と計算されます。ですから、33℃の下駄を履いている。その下

駄を履いている分を温室効果と言っている。温室効果があるおかげで、我々生態系、水、人間

は住んでいられる。 

 ところがそこに、産業革命以降、石油、石炭、天然ガスというものを使い始めまして、CO2

をどんどん大気中に入れ込み始めた。それから肥料を撒きますと、そこから窒素分が出て行き

まして、一酸化二窒素、これも温室効果ガスと言われております。それからお米を栽培します

と水田からメタンが出て来ます。メタンも温室効果ガスです。そうした温室効果ガスが必然的

に出て来るわけです。 

 こういった温室効果ガスというものは、我々の生活を支えるために、いろいろな人間活動を

する時に排出するものですから、なかなか減らすのは大変です。そういうものがどんどん増え

て行きまして温室効果が高まってしまった。これを温暖化と言っています。温室効果が悪いの

ではなくて、温室効果が高まったことが悪いのです。 

 現在、言ってみれば布団を 2 枚かぶせられて暑い暑いという状況になっています。温度が高

まりますと海から海水が蒸発します。それがどこにも行きようがなく、また雨になって落ちる。

すなわち水の循環が良くなって行く。寝汗をかくというようなことです。そういった状況も起

こって来る。これが基本的なメカニズムであります。 
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温室効果ガスの排出と吸収 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－18 

〈図－18〉 この温室効果ガスが大気中にある分というのは、どういった差し引きで決まるか

と言いますと、人間が地中から掘り出して化石燃料を使い、燃やして出る CO2 が大気中に行く。

それが入の分です。出の分が何かと言いますと、生態系、木、土、そして水といったものが吸

ってくれる分があります。ですから入れる分と吸ってくれる分が同じであれば、大気中の温室

効果ガスは増えません。 

 誰が吸ってくれるかと言いますと、さしあたってまず森林です。炭酸同化作用ということで、

昼間は日光を得て吸ってくれ、夜になると出します。しかしその差し引き分がいくつか吸収に

なっているということです。これが一つ。二つ目が海洋です。海、CO2 の圧力が高まりますと

海に吸収する濃度も増えて行きます。そして海でも微生物、植物性プランクトンが太陽の光線

を浴びて同じく自分の体をつくり、それが動物、プランクトンに食べられるというサイクルが

始まる。しかしこの植物性プランクトンも、死んでしまえば上に上がって CO2 になって行く。

ですからこれも入と出の関係になるのですが、その差を海はまだ吸ってくれているという状況

になります。 
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図－19 

〈図－19〉 産業革命以前はそれがちょうどバランスしていて、CO2 はそれほど出していませ

ん。誰かが少し石炭を燃やしても、すぐにそれを吸収してくれてバランスが取れていた。しか

し我々はこの 200 年にわたって、CO2 を出しっぱなしということですから、どんどん溜まって

いるわけです。 

 どんな状況になっているかと言いますと、現在 2000 年時点で、7 と覚えておいていただき

たい。これは 7 ギガと 70 億トンの炭素換算二酸化炭素というややこしい数字です。要するに、

二酸化炭素を 7、大気中に放出している。一方、自然の吸収量は 3 ぐらいと見られている。で

すから、2000 年時点では 4 溜まった。ますます CO2 が増えて行きますと、それが 5 溜まり、

6 溜まり、全部積算に効いて来るわけです。そういった状況です。 

 私が申しましたように、この大気中に入れる分が 7、そして吸収する分が 3 ですから、4 だ

け溜まって行きます。2000 年は 4。次の年はもっと増えて、昔はもっと少なかった。もとも

と自然の濃度というものは、二酸化炭素で 280ppm だったのですが、工業化でそういったこと

をしていたために、今は 380ppm になっています。そして年間 2ppm ずつ増えております。 

 先ほど、産業革命以前から 2℃、3℃が危ないのではないかということで、我々専門家とし

て努力しているという話をしました。その時に、何 ppm になったらそういった濃度になるだ

ろうかということを計算してみますと、大体それが 400 とか 440ppm になると、そういうレ

ベルに達します。皆さん、さっと計算なさったと思いますけれども、この 400 から 380 を引

いて、それを 2ppm で割ると 10 年という答えになります。10 年、あるいはもっと暑くても我
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慢するということになりましても、30 年経つとそういった状況になってしまうので、大慌て

で減らして行かなくてはいけないということになります。急がれるということが一つ。 

 もう一つ、先ほど私が申し上げた話ですが、2℃でも 3℃でも、10℃でも何とか我慢すると

いうことでも良いのですが、ある危険なレベルで、もうこれ以上は暑くするのは止めようとい

うことになった時に、どういったことが起こるかと言いますと、自然の吸収量以上に人の排出

量を出してはいけません。少なくともこのバランスから言いますと、半分以下にしなくてはい

けないということは明白です。 

 もう一つ悪いニュースがあります。この自然の吸収量、現在陸上は 0.9、海洋は 2.1 吸収し

てくれていますけれども、これが今後は減少の見込みです。どうして減少するのか。例えば今

までは特に木が吸収してくれていた。それが倒れて朽ち果てて土になって、土にたくさん CO2

がメタンや有機物の形で溜まっている。それが温度が高まることによって有機物の分解が始ま

って、CO2 がむしろ土から出て行くという状況が見られます。一方、海の方も、皆さん良くご

存知かと思いますが、ビールを温めると二酸化炭素が出るのと同様に、温度が高いと吸収しな

くなる。その両方が重なりまして、この吸収量というものはどんどん減ります。 

 これも今、地球シミュレーターで、世界で一番複雑。複雑だからモデルが良いというわけで

は全くないのですが、それこそ木 1 本 1 本が発生して枯れて行く、そういったことも含めた世

界一のモデルを今走らせております。これは次の IPCC で非常に有力な知見となると思います。 

 昔から、皆が予想していた通りのことを定量化している。例えば、ここで 550ppm、4℃ぐ

らいになるかと思いますけれども、2100 年以降、一定に止めようということをした時に、そ

の吸収量がどうなるかということをシミュレーションした結果が出ております。その時、現在

は 2000 年ではいくらかまだ吸ってくれますが、その後はがた減りして行きまして 2100 年に

は 2 とか、それぐらいの数字になってしまうということです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－20 



20 

〈図－20〉 結局、2100 年ぐらいでどのくらいの分が吸収量として残るかと言いますと、地

球の海流というのが大体 2000 年周期で深海に潜って、また頭を持ち上げてという流れを繰り

返しております。そこに上手く持ち込める分がいくらか残るぐらいで、先ほど 7 と言ったこと

をそれこそ 2 にしなくてはいけない。そして究極的には、1000 年経てばですが、それが上に

出て来ればまたバランスが変わって来て、結局のところ 0 にしなくてはいけない。 

 

サイエンスの力 

 このこと自体は本当に大変な話です。しかもこの 2100 年と言ったらもう孫子の代に近いぐ

らいですから、それまでに本当にゼロエミッションにしないといけないのだろうかといことに

なりますと、果たしてこの科学は、きちんと我々に物事を伝えてくれているのだろうかという

ところに戻ります。ですから、この温暖化の話で一番のポイントで力になるということは、サ

イエンスの力なのです。 

 ここまで到達するには、いろいろな意見がありましたし、いろいろな努力がなされたのです

けれども、まだこれについてもいろいろな疑問がございます。しかしながら言っていることの

大筋はそれほどおかしくはない。それほど計算しなくても分かるような話も沢山ございます。

大きな結論は、科学が言うところ、長期ではございますが我々はカーボンフリーソサイエティ

にしなくてはいけない。今日のお話は低炭素社会と言っておりますけれども、この権威の松野

先生に言わせると、『そんな生ぬるいことを言ってはいけない。脱炭素社会と言え』という檄

を飛ばしておられます。地球物理の方々はそういったことについて、ほぼ常識としてこれから

対処して行くとおっしゃっています。 

 

世界と日本の動向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－21 
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〈図－21〉 そういった事実を突きつけられまして、世界もこれは大変だということで動き始

めたわけです。それではどういった道筋でそれを減らして行くか。将来 0 にしなくてはいけな

いことは分かるけれども、中間点はどれぐらいか、2050 年にどれぐらい減らさなくてはいけ

ないのかということで、これからはいろいろな方が計算して行きます。今までは理学関係の人

が頑張っていたけれども、今度は工学関係の人が、今の社会でどれだけ減らせるだろうかとい

うことを始めるわけです。 

 そうしまして、2℃ぐらいになんとか安定化させようと思ったら、今から少し伸びても良い

のだけれども、2050 年ぐらいにどうも３分の 1 ぐらいにしないとだめだということが計算さ

れます。だめと言いましたが、これは一番合理的な、ある意味では、経済を壊さない形の下げ

方はどういうことかという計算をするわけです。2.5℃ぐらいまで我慢するかということでし

たら、大体 2020 年をピークにして、2050 年ぐらいにちょうど今の半分ぐらいという線が出

て来ます。 

 私どもはこういった計算をしていますが、他の研究機関はちょっと違った計算結果を出して

おります。しかしながらこういった知恵を IPCC で皆で揉むわけです。そして今、国際社会で

は、IPCC が言っていることを聞いてやろうと、結論としましては、2050 年に半分ぐらいを皆

で目指して行こうではないか、ということを洞爺湖のサミット等々で結論付けました。そして

それを世界全体の合意にしようではないかということなのですけれども、なかなかそういうこ

とにイエスという国もまだ十分ではなくて、同意は得られていません。 

 我々が 2℃、あるいは 2.5℃ぐらいが危ないという話になりますと、やはり 2050 年には 50％

減らすということが重要になって来ます。そういった科学の結果を得まして、2007 年のハイ

リゲンダム G8 サミットでは、世界全体で 50％減らす、そして洞爺湖サミットでそれを合意と

した。その前に、世界は 50%減らすならば先進国はもっと減らさなくてはいけないのではない

か。何しろ一人当たり途上国の数倍出しているアメリカは、10 倍出しているなどということ

になりますと、やはり先進国は率先してやろうではないかということで、日本は 2050 年には

60％ないし 80％減らすということを、2008 年 6 月 9 日に福田首相が宣言しました。 
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図－22 

〈図－22〉 では、そちらの方向に行こうではないかということになりました。 

 その後、UNFCCC と言いますが、気候変動枠組条約の中で、そういった話がどんどん進ん

でおります。今年の 12 月に次の議定書、今度は 2020 年にどれだけ減らそうかという、中間

目標を決めようという話を今しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－23 

〈図－23〉 すでに EU 各国では、2050 年には 1990 年のイギリスは 80％減らそう、あるい

はフランスは 75%、ドイツも 80％減らそう。こういった話を彼らはもう 10 年前に決めていた

のです。もう低炭素社会というものは必然だと、まず偉い人、ディシジョンメーカーが科学の

言うことをきちんと聞いて、そちらへ行くのであれば今のうちにどんどん手を打っておこうで
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はないかということで、京都議定書の前にその数字を決めておりました。このような状況です。 

 そしてイギリスでは、現在気候対処法案というものが審議されております。そこで最初は

60%削減ということで原案を出して、いろいろなパブリックオピニオンに聞きますと、『60

なんて生ぬるいこと言うな 80 にしろ』という答えが返って来て、今、法案の修正に大わらわ

ということを言っております。世界はそういうことで走り出しております。 

 日本でも、現在中期目標の検討をいたしております。もし、1990 年から 60～80 減らすと

いうことになりますと、直線的に行って中間目標というのはかなり厳しいところに設定する必

要があるのかなと思います。そうなりますと、本当に大幅な削減は可能だろうかということで、

いよいよこれからは世の中をつくる人、工学あるいは社会学、あるいは政策決定者の仕事にな

るわけです。 

 

日本低炭素社会シナリオ研究 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－24 

〈図－24〉 私どもは 2 年ぐらい前から、日本低炭素社会シナリオ研究というものを始めまし

た。本当に 70％削減が可能だろうかという大きな疑問に対して、いろいろシミュレーション

をいたしまして結果を出しました。我々の結果は「経済成長を続ける日本で」、これがまた大

切です。決して経済がへたるようなことがあってはならない。そして「2050 年に想定される

サービス需要を満足しながら」、これが非常に重要な言葉です。低炭素社会だとか、温暖化対

策と言いますと、みんな縮こまって爪に火を灯して生きるようなことなのだろうという誤解が

あるわけですが、決してそんなことはない。我々が予測する社会では、そこでどれだけの明る

さが皆さんに必要か、どれだけの暖かさが必要か、どれだけ動きたいか、こういったことは、

その時点での皆さんの要求を十分に満足させるという前提で、確実に皆さんが正しい技術を選

択して行く。そして政府はそういったインフラを作る。企業はそういったイノベーションをす
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る。こういうことがあれば、CO2 を 1990 年に比べて 70％削減する技術的ポテンシャルはござ

います。 

 何度も申しますけれども、技術的ポテンシャルはあるけれども、皆さんが全く違うところに

お金を使い始めたらそれはだめです。ですから、政府がこの方向しかないのだと言うことをヨ

ーロッパの国のように明快に示して、社会全体の仕組み、技術の方向、すべてをそちらに向け

て行くということが大切です。 

 

省エネが大切である 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－25 

〈図－25〉 私のもう一つの大きな結論は、省エネがいかに大切かということです。今は白熱

灯をつけているところであれば、それを蛍光灯にすることによって 4 分の 1 のエネルギーで済

む。技術がないとは言いません。自動車でも、今のガソリン自動車の 4 分の 1 の CO2 の排出で

済む電気自動車はもう発売されています。高いだとか、あるいはまだ販売網が出来ていないと

か、製造が間に合わないなどと、いろいろなことがありますがそういったことは置いておきま

しても、技術的可能性はある。ゆっくりとプログラムを作ってそちらの方向に行けば良い。 

 そうすると需要がエネルギーを減らすことが出来る。これは非常に重要なところです。なぜ

かと言いますと、これまでのエネルギーを中心とした技術社会というのは、エネルギーを供給

する人も、一生懸命どのようにエネルギーを増やして行くかということで頑張ってくれていた

社会です。しかしながらそれはもう続きません。我々だけではなくいろいろな研究の結果を見

てみますと、やはりまずエネルギーを減らそうではないか、そしてその減った分を、供給する

側でさらに低炭素のエネルギー源でやって行こう。これは太陽エネルギーという自然エネルギ

ーもあれば、安全な原子力もある。いろいろな組み合わせがありますが、その二つの組み合わ

せで行こうということが全体の流れとなっています。 
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 要する技術費用、これは追加費用だけです。GDP の約 1％というのは、追加の他に、そのた

めに投資する全体を入れている多めの数字です。本当の追加費用というのは 10 分の 1 ぐらい

かと思っております。それほど大きい費用なしで出来る。当初は 20 年ないし 30 年は既存技

術を主体とする。新しいことはもう少し時間がかかるので、今あるもので十分やって行ける。

早めの対策が有効である。そして、これからは低炭素社会ということで、産業構造の転換をす

る。国土インフラの投資、あるいは民間の投資の誘導を早めに低炭素化の方向に向けて確実に

進めて行く。それには国民が低炭素化社会しかないのだという覚悟を決める。強力な技術の普

及促進策の実施が必要だということです。 

 

これからの社会を考える 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－26 

〈図－26〉 これからの社会はどういう社会になりますか。特に、人口の変化というのは非常

に大きいです。この現在の人口分布と 2050 年の人口分布の予想をご覧になれば、我々がいか

に大変な変化に行こうとしていることはお分かりになるかと思います。本当に、これまでは寸

胴型だったのですが、それがまるで釣鐘を逆さまにしたような形になる。お年寄りが多くなっ

て行くこの時代に、今日は本田さんの懇談会ですけれども、果たしてこれまでと同じように自

動車にそれほど乗るでしょうか。社会の方も危なくて乗らせられないし、乗る方もしんどいか

らなかなか乗らなくなる。こういうことだけを考えてみても、大きな社会変革は恐らくある。 
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図－27 

〈図－27〉 我々には一体どんな社会があるのだろうかということを、まず我々の研究として

は皆にお話を伺います。決してどちらの社会が良いとか悪いとかという話ではありません。従

来通り、昼は昼で頑張って、夜は夜で遊びまくるという非常に活力のある社会というのも一つ

の道でありましょう。GDP が一人当たりで 2％ぐらい伸びるという計算になります。一方、も

うこのようなお年寄りの時代なのだから、もっと時間を楽しもうではないか、ゆとりある生活

をしたいという方もいらっしゃいます。では、ゆったりとした社会でも活力型の社会でも、本

当に低炭素社会というものは、実現出来るのだろうかということを行ったのが私どもの仕事で

あります。どちらが良いかということは我々の仕事ではありません。皆さんが選んで下さい。 
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図－28 

〈図－28〉 活力社会では、例えば消費に関しては新しい技術や製品、サービスを積極的に受

け止めたり、あるいは消費が旺盛で買い替えのサイクルもある。ごみが出たらそれを科学的に

処理してゼロエミッションにするなど、そういった社会です。若者や高齢化の 1 人暮らしが増

加するかも知れない。地方よりも都心に、一戸建てよりも集合住宅に住むという都市形態が考

えられる。 

 一方、ゆとりの社会では、ボランティア活動として、いわゆる GNP には勘定されない活動

を皆がやるようになったり、人口の分散が進んだり、あるいは家族と過ごす時間が増える。皆

家族を大切にするので、どちらかというと、このシナリオで人口はこちらのゆとり社会の方が

増えるという計算になります。 
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図－29 

〈図－29〉 技術進歩も考えなくてはいけません。どの技術にしても一定の技術進歩があると

いうことは見通されております。それを我々のシナリオの中に十分入れて行こうと。蛍光灯を

入れれば 4 分の 1 になる。さらにそれが LED になると、もっと減って行くということが考え

られます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－30 

〈図―30〉 私どもはそういった社会を想定する、そしてそれがどれだけの売り上げ、生産額

が必要か、どれだけの消費があるかということを計算する。そしてその消費に対して、皆さん

のデマンド、明るさ、移動の量、そして暖かさというものを、何キロカロリー、何メートル、

何キロトンといったものを計算する。そういうことを実現するために、進歩しつつあるエネル
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ギー関係の技術をどんどん入れて積み上げて行きますと、エネルギーがどれだけ要るかという

ことが分かります。そのエネルギーに対して、今度は 1 次エネルギーの供給側が、低炭素のエ

ネルギー源をどんどん入れて行くということによって、減らすことが出来る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－31 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－32 

〈図－31〉〈図－32〉 2000 年のエネルギーを、2050 年にはおそらく 40％ないし 45％減

らせると我々は計算しています。そして消費側の賢い選択が必要です。その減ったエネルギー

を原子力あるいは分散型エネルギーなど、どういうシナリオでもあり得るということを計算し

ました。それで補って行くということです。 
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旅客輸送のモーダルシフト 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－33 

〈図－33〉 これで皆さん、例えば産業はともかく家庭でエネルギーを半分にする、あるいは

旅客輸送でのエネルギーを 8 割減らせると私どもは言っているのですけれども、本当にそんな

ことが出来るのだろうかと恐らく思われるかと思います。一つ、この旅客輸送の例でお話を申

し上げます。 

 旅客輸送におけるエネルギーを 80％減らせるのではないか。そのほとんどがまずエネルギ

ー効率改善。これは一言で言うと自動車です。現在のほとんどの輸送のエネルギーは自動車か

ら出ている。しかしそれだけではありません。輸送量が減って来ます。先ほど申し上げました

ように人口が減る。人口は 2、3 割減ります。2000 万から 3000 万減ると想定しますと、人の

分まで走ろうという人はいませんから、恐らく輸送量自体が減ります。 

 それから、都市に人が集中いたしますと、どれだけ減らせるかと言いますと、技術はこれだ

け減らせます。しかしながら輸送量は減るということと、町に人々が住み始めますと、モーダ

ルシフト、公共交通におんぶするところが非常に多くなる。そしてこれから人口が減って行き

ますから、町自体をもっとコンパクトにしていこうという話があります。コンパクトと言って

も、何もぎゅうぎゅう詰めにするという話ではなくて、ヨーロッパタイプの市場が中央にある

タイプ。今だと、どうしても郊外に車で行って、ショッピングセンターで子供を遊ばせるとい

う状況がありますが、お年寄り二人だとそんなことは出来ませんので、町の真ん中のマーケッ

トで地産地消のものを買う。そういった意味でのコンパクトシティです。今のシャッター街を

もう一度活性化しようという一つの流れです。そういったことによって、移動距離が減るので

はないかということです。 
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図－34 

〈図－34〉 日本全体を見ると、やはり北海道の辺りは車がないと動けません。ここで鉄道を

やっても非常に効率が悪い。しかしながら、東京や大阪といったところの一人当たりの CO2

の排出量は、北海道のなんと 6 分の 1、あるいはほとんど 0 と言っても良い無限大分の 1 で済

む。ですから、基本的に人が集中することによって輸送量は減ります。 
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図－35 

〈図－35〉 都市化の傾向は進んでおりますし、現に旅客の交通需要は減っている。若者は車

を買わなくなった。本田財団の講演では言いにくいことなのですが。こういうことが日本の状

況であります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－36 

〈図－36〉 それから、最後は決め手がやはり技術でございます。ガソリン車の CO2 のキロメ

ートル当たりの排出量と比べますと、最近はいろいろな形態の自動車が考えられますが、主流

になりつつあるかなというのが電気自動車です。今の電源構成で行きますと大体 CO2 が 4 分の

1 で済む。これは厳然たる事実です。本当を言うとこの電気自動車だけを使うことだけで、先

ほどの 80％ぐらい減らせることの大半が出来るということはお分かりだと思います。ですか
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ら、80％削減ということはそれほど無理な話ではありません。 

 しかしながら我々はそれにオンして、住み良い社会をつくる、町をつくる、そして高齢の人

が北海道などだと車に乗れませんから福祉バスを走らせるなど、そういった地域地域で非常に

重要な変革をする必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－37 

〈図－37〉 一例として良く取り上げられますのは、富山に LRT という低い床の市電を走ら

せた例があります。この話を聞きますと、結果として非常にエキサイティングです。単に走ら

せただけではなく、駅からの乗り換えの仕方、すぐにバスが隣にあるように配置するだとか、

それから駅周辺に定住するためのアパート用地を用意しておくなどをした。もちろん、町に

人々に来てもらうために、先ほど言いましたマーケット自体を活性化しなければいけない。 
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図－38 

〈図－38〉 そういったことをやったおかげで、何が起こったかというと、まず利用目的が非

常に多くなった。面白いことに、帰宅するのに公共交通を使う人が増えた。一言で言うと飲ん

で帰れることなのだそうです。（笑い）それから、観光客も多くなった。観光に行きますとバ

スに乗るのが怖いです。どこに連れて行かれるか分からない。しかしながら市電であれば、ち

ゃんと地図に書いてあって終点から戻って来ても、大したことはないと思い乗る人も多くなる。 

 もっと面白いことは、お年寄りがどっと町に出て来たということです。50、60、70 代の人

の平日の利用が非常に多くなっている。今まで年寄りは孫に頼んで運転してもらおうと思って

も、孫がちっとも帰って来ないという状況で全然動けない。しかしながらこの市電が出来たお

かげで、自分自身で歩いて動けるようになったということで、高齢者の利用が非常に増えたと

いうことです。これまでは非常に単純な電車が走っており、乗りやすい市電ではなかった。そ

れから比べると利用が 2 倍に増えたということだそうです。 
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低炭素社会は一つのきっかけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－39 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－40 

〈図－39〉〈図－40〉 我々がやろうとしていることは、低炭素社会だけではないのです。

この際、いろいろな問題がありますからそれを一挙に片付けることに使えないだろうかと。

我々は日本が持続的にあるための一つのきっかけとして、低炭素社会づくりというものが必要

です。ですから、特に交通システムというものは、それぞれの町や地域に合わせて作っていく

必要があると我々は思っています。東京のまねをする必要はありません。やはり地方都市は地
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方都市で、例えば最近は駅に元気がありますから、駅を中心にした町づくりをする。どのよう

にしたら、周りから人々が町に集まるような交通機関を作るかといったことを考え直そうなど、

いろいろな違いがあると思います。こうなりますと貨物輸送も半分ぐらいに減らせる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－41 

〈図－41〉 あるいは住宅です。家庭部門では住宅でどれだけエネルギーを使っているか。こ

れがポイントです。一番大きいのは給湯です。そして、ドイツのように、自分の家を発電所に

したらお金が入るというシステムにしますと、太陽電池を貼り付けるということが普通になっ

て来ます。そういった技術もある。ないのは、家を買い換える時に情報がない。あるいは、お

金がないので融資をしてくれない。やはり優先して融資をするシステムを作る。それから人が

いない。どういった人かというと、家をデザインする人がいない。施工する人がいない。こう

いうことですから、まずどうせ家はそれほど簡単に変わりません。 
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図－42 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－43 

〈図－42〉〈図－43〉 日本の家というのは 35 年ですから、50 年の間に一度は変わります。

その間にきちんとそういったシステムやマニュアル、企画、融資制度を作っておく。それから

管轄している経産省と国土交通省が仲良くいろいろなことをやって行く。 

 そういったことをやって行けばきちんと進んで行きます。断熱住宅というものは、朝 1 時間

エアコンを入れますともう一日中同じ温度になっているぐらいのものが出来ているそうです

から、50%減るだろうということが我々の計算であります。 
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図－44 

〈図－44〉 その他に、町にはいろいろな未利用エネルギーがあります。これは太陽もそうで

すしバイオマスもありますし、下水の汚泥も使えますし、川の温度も使えます。いろいろなも

のを繰り返して使い、町ぐるみでそういった方向にして行きますと、我々が計算したところ、

札幌は 66%減らせる。宇都宮は日本で一番平均的な都市だそうですが、我々は地図に書いて一

軒一軒家を調べました結果、51％減らせるという計算が出ました。だからやれるのです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－45 

〈図－45〉 ただし、皆さんがどんな街にしたいのか？と言うことです。街はそれぞれ特色を

持っております。それぞれに応じたことを行う。それぞれの地方自治体、そして住民が一緒に

なって行うということが大事であるかと思います。 
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農村、山村は吸収源 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－46 

〈図－46〉 もう一つ重要なことを忘れていませんか。それはやはり農村、山村の問題です。

我々が低炭素という温暖化の話をしてみて分かったのは、先ほども言いましたが吸収が非常に

大切です。吸収資源を持っているのはどこかと見渡すと、それは土地が大きいところに決まっ

ています。我々には海は沢山あります。海のものはなかなか勘定してもらえない。土地のある

ところは吸収も出来ます。木を沢山生やせば良い。それから土地をメンテすれば良い。 

 今、交渉の中で起こっていることは、これ以上どうも CO2 を減らすことは大変なので、吸収

源がどこかにないかということで、今は吸収源探しに大わらわであります。今まで山火事が起

きて困っていた途上国に、あなた方がきちんとメンテをしてくれて山火事を起こさないように

してくれたら、それは CO2 の排出をマイナスとして数えようではないか、そしてそれを買おう

ではないかということを始めました。これからは、もう地球を挙げてどのように吸収源を増や

して行くか、どのように出さないようにするかという時代に入って来たのです。 

 そういった面で考えてみると、我が日本はあまりにも狭い。GDP が世界の 10％ぐらいあっ

ても、土地の面積は 0.25%くらいしかないという状況ですから非常に困る。けれども、そのわ

ずかな土地を、どのように上手く使って行くかということは非常に重要な話になって来ます。 

 温暖化の問題で良く、とうもろこしからバイオエタノールを作るという話が突如として浮上

しました。分かったことは、とうもろこしを作るために今度は畑を耕さなくてはいけない。そ

うなると、木を切ったりしなくてはいけない。そうすると CO2 が出るといったように、矛盾だ

らけな話になります。もう一度この辺りを整理しなおそうということが今の状況です。その中

で日本は木を大切にする。それから農林土壌を保存するということに対して、もう少し力を入

れて行く必要があります。それと自給率とは非常に関係して来るわけです。 
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企業の役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－47 

〈図－47〉 それから、それぞれの企業にお願いしたいことは、もちろん自分自身の会社でど

れだけ少ない CO2 の排出で業務をやって行くかということが第一。基本的に現在、社会的責任

と言われる範疇でございます。これはもちろんやっていただく。もっと大切なことは、自分た

ちの製品で、どれだけ低炭素社会づくりに貢献出来るかということ。電気自動車にどれだけお

金を投入してさらに性能の良いものにして行くか、電池をどれだけ開発するかなどということ

を、どんどんやって行く必要があると思います。 

 もっと大切なことは、今まで単に業界を守っていれば良いという話ではどうもなさそうだと。

先ほど申しましたように、自動車もこれからはそれほど乗らなくなる。では自動車会社という

のは本当は何を商売にして行くのか。自動車を売っているのではなくて、もともと快適な移動

を売っている会社だという発想にしてもらえれば、JR と一緒になって自動車がある地域の移

動請負業者になっても全然構わないわけです。そういった意味での、垣根を外した発展の仕方

をいろいろ考えて行く必要があるかと思います。 

 この丸の内地域は、省エネの土地づくりということで有名になっています。いろいろなビル

があり、持ち主は少しずつ違うらしいのですが、特に三菱の関係だったかと思いますが、そう

いったところを一斉に皆で統合して熱を融通し合ってやっていたら、エネルギーの状況が半分

ぐらいになった。そういったことも出来ます。そうなりますと、隣近所との付き合いも非常に

重要になります。 

 電力会社はそうはおっしゃらないのですが、エネルギーを半分にしろと言っていますから、

やはり電力が減って来ます。電力量がいくらだから、売り上げがいくらだというような商売を

していたのでは、これからは減って行くばかりです。電力をやっている方の得意なところとし

て ESCO と言いますが、ご家庭でどのようにしたら電気を上手く使えますかという教育をして
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行く、ということが恐らく良い仕事になるかと思います。 

 ただしそうなりますとますます電力は減って行くという矛盾がありますけれども、そういっ

た社会作りが必要であり、それが重化学工業からサービス産業への転換だと思っていただいた

方が良いかなと思います。そういった状況で、新しく自分たちの企業の方向というものを考え

直す必要があるのではないかと思っています。 

 

低炭素社会に向けて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－48 
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図－49 

〈図－48〉〈図－49〉 そろそろまとめに入らなくてはなりません。私どもは 2050 年、どう

いったシナリオにしても達成は出来て、一人当たりの GDP は増えるけれども人口は減って行

きます。GDP は今の 2 倍ないし 3 倍ぐらいに止まるであろう。サービス産業へのシフト、あ

るいはモータライゼーションの飽和化、あるいは社会資本への新規投資の減少、これはもう税

金が払えなくなって、なかなか難しくなって来るということがございますので、構造転換がい

ろいろと起こって来ると思います。そちらに立ち向かう必要があるでしょう。さらに建築物の

高断熱化、歩いて暮らせる街づくり、省エネ機器のさらなる開発、普及等々、あらゆる面での

イノベーションを行う今の時代であります。 

 そうすると我々がサービス需要を満足して、国民の需要、欲しいというサービスを満足しな

がら減らすことは出来るのです。太陽光、風力発電などの普及、あるいは安全な原子力、炭素

隔離貯留等、いろいろな技術がありますから、これは長期にゆっくりと確実に行ってもらう必

要があるのではないかと思っております。 
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図－50 

〈図－50〉 これを最後にしたいと思いますけれども、低炭素社会と言われているものは、持

続可能な日本、あるいは世界を構築するための本当の一歩です。 持続可能な社会と言います

のは、例えば自給率やエネルギーを少なくするなど、すべてこの低炭素社会と言われるものに

含まれています。それから貧困の解消等々ということも、まずここを乗り越えないと途上国は

貧困のまま落ち込んでしまうということであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－51 

〈図－51〉 日本がこの低炭素社会に入るということは、日本の社会経済にとって重要な転機

であり、政策、行政でのイノベーション、技術でのイノベーションを喚起する必要がある。特

に技術の方向といたしましては、決定的に省エネ先導社会。これからはエネルギー供給側も頑
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張ってもらいますけれども、供給側が主導するのではなく、消費側の人たちが自分の技術でど

れだけ出来るか、そしてご家庭の人たちはどれだけ減らせるかといったことで、消費側が主導

する社会になるのではないかと思っています。 

 産業構造は当然変わります。自動点灯といつも言うのですが、廊下で夜、12 時間つけっぱ

なしの電灯にセンサーを入れて 1 時間の点灯で済むようにすれば、当然エネルギーは減る。そ

うすることによって、自動点灯する自動計測機器業界は大きくなって行くし、GDP の 1%ずつ、

社会が変わって行くことによって 2050 年には低炭素社会に向かっているということでありま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－52 

〈図－52〉 この問題は技術だけの問題ではなくて、国土計画の問題にも係わって来るという

話をいたしました。ちょうど、高福祉社会をつくらなければいけないということで、コンパク

トシティをそういった形にして行く。それから、気候が変動しますから適応策も考え、防災都

市の計画もしなくてはいけません。農村が新しい役目、バイオマス、あるいは吸収源の供給源

になる必要がある。あるいはフードマイレージ。我々の食料は遠くからエネルギーをかけて来

ますけれども、地産地消、旬産旬消といったことをすることによってエネルギーを減らすこと

は出来る。 
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図－53 

〈図－53〉 私は細かい排出量取引制度が良いとか悪いとかは良く判りませんが、経済では、

少なくとも安定した気候が欲しいのであれば、誰かが汗をかかなければならないということは

確実です。沢山汗をかいた人の懐にちゃんとお金が入り、あまり汗をかかなかった人は、お金

を払うということをすることによって全体を良くして行こうということは、この地球公共財と

言われている、安定した気候を維持するために必要なシステムではないかと思います。やり方

についてはいろいろな動きがあります。 

 今日はお話しいたしませんでしたけれども、先進国は何とかなる。今までの技術力から言っ

て何とかなると私は思っています。これから CO2 を沢山出すのは途上国です。恐らく 2050 年

ごろには先進国の 3 倍は出している。これをどのように省エネ社会に向かって歩ませるかとい

うことの方がずっと大きな課題です。 

 我々は考えてみると、オイルショックの時に、あっという間に省エネ社会に行ったのです。

ところが、イギリスやアメリカ、ドイツにしても、彼らは非常にエネルギーを沢山使いながら

発展した。そしてある時からだんだんと省エネ社会に行った。我々はあっという間にその最先

端のところに行ったということがある。ですから途上国も出来ないわけがないと私は思ってお

ります。そういったところの研究をさらに進めて行く必要があるのではないかと思っておりま

す。 
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図－54 

〈図－54〉 私どもの非常に重要な役目は、歴史の中で今の時点がどういうことかをしっかり

と認識して、我々の国自体がエネルギーも少なく、CO2 も出さなくてもきちんとした生活が出

来ているということを見せるということほど、歴史に貢献することはないと思っております。

出かけて行って相談に乗ることも良いですが、まず自分がしっかりするということが世界に対

する、オーバーに言いますと歴史に対する我々の貢献です。ぜひ、そういった社会をこれから

創って行くように、皆さんと一緒に努力して行きたいと考えております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－55 

〈図－55〉 

私の話はこれで終わります。（拍手） 



47 

 

 司会 西岡先生、大変興味深いお話をありがとうございました。今しばらくそこでお待ちく

ださい。スケジュール的にはだいぶ押しているのですが、お一方だけでもご質問がある方がい

らっしゃいましたらどうぞ……。 

 

 中山 温暖化およびその対策に対して大変興味深いお話をありがとうございました。私は

NPO 法人新塾というところで、 2030 年ビジョンというプロジェクトをやっております、中

山と申します。2050 年のシナリオをお聞きしまして、そういった方向にしなければいけない

と思うわけですが、一方で 2050 年、42 年先ですので、大体ここにおられる方は皆、その時私

は生きていないのではないかと思うのです。そういう意味で、やや現実感がないところがあり

ますから、やはりもう少し手前の 2020 年、あるいは 2030 年ぐらいのシナリオを描いて、そ

こからバックキャスティングして、今何をやるかということを明確に定める必要があると思う

のです 

 今、中期目標検討委員会が開かれておりまして、先週 23 日に西岡先生の国立環境研の方か

ら－15％、－25％というご提案がありました。これはかなり自然エネルギーに移行しようと

いう提案であり、私はそこに向かうべきであると思っておりますが、なかなか産業界からはそ

れを容認したくないという動きがありますので、前途はよく判らないと思っております。 

 そこで提案なのですが、日本の場合に温暖化もさることながら、エネルギー自給率が 4％、

原子力を入れても 18%という状況であり、エネルギーの安全保障という観点の方がより切実な

問題であります。そういう意味では、ぜひ環境政策とそれからエネルギー政策、ここを融合し

てエネルギーの供給リスクという観点を含めて、もっと強く 2020 年なり 2030 年に、例えば

ドイツは自然エネルギーを 25％などと言っていますけれども、そういった目標を強く共有し

て、全体が共有するような働きが必要ではないかと思っております。 

 そうすると、ホンダもエネルギーを使うだけではなくて、やはりエネルギーを創出するとい

うところに、もっと研究開発力などを向けるようにもなるのではないかと思うのですが、いか

がでございますか。 

 西岡 今、私も中期目標検討会に出ておりまして、私の立場といたしましては私どもの研究

所での結果をそこで発表するということが一つあります。それから、それとは離れて今後どの

ようにやって行かなければいけないかという論議する立場にあります。 

 今、どう言いましょうか、難しい立場にあります。難しい立場というのは、我々は日本自体

がいろいろな意味での岐路にあるなと思っております。世界全体でどれだけ減らせるかという

話を今論議しておりまして、2020 年には世界全体で先進国は 25％ないし 40％減らさないと

2℃には落ち着かないということが一つの流れとしてあります。ただし、それがもう少し 3℃

でも良いよと言うとまた緩くなるわけですが、それと同時に今度は途上国の方にも成り行き任

せではなく、それ相応に減らしてもらいたい。 

 この間、途上国が言っておりましたのは、『我々に今の温暖化の責任はない。だから先進国

が減らすのは良いが、おれたちには好き放題やらせてくれないか』という主張でありました。

そして洞爺湖、その後で経済主要国の会議がありまして、そこで途上国の人も、『我々も出し
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放題ということではいけない。Business as Usual と言うけれども、そこからはある程度は乖

離する』すなわち減らそうということについては同意したわけです。 

 今度は、どのようにその途上国をもう少し減らすように持って行くかということが非常に重

要になっている。私が申し上げたのは、そういう形で今、いわゆるトップダウン、我々はこれ

だけ減らさないと安全な安定な気候にならないということから、日本には何%減らして下さい

という考え方が国際社会で下りて来ています。 

 一方、国の方でいろいろと積み上げて計算して行きますと、やはりなかなか難しいところが

あります。今、産業界は乾いた雑巾を絞っても何も出ないとおっしゃるぐらいですから、確か

にそういうところはあります。今の日本のメインの計画だと、あまり需要の方を減らそうとい

う形になっていないのです。供給側で頑張ろうということをやっております。もっと国民に呼

びかけて、ちゃんと技術もあるのだから賢い選択をして下さいというようなことを、政治家も

なかなか言いにくい。なかなか、需要を減らすという概念が入っていなかった。もう少し減ら

せるのではないかと思いますけれども、それでもまだ非常にギャップがあります。 

 私どもは 25％ぐらい減らしたらこういった産業構造になりまして、どういった影響がある

かということをやっております。別な予測では、とてもじゃないけれども 0％は難しいという

話も出て来ています。現在、そこの問題なのですが、大切なのは何%減らすという話ではなく

て、第一にどうしたら減らせるか。我々はどんな社会でありたいのか。我々はこの機会を利用

して産業化を活性化したいのか、したくないのか。と言ったことはほとんど論議されていない

ということがポイントです。 

 これはものすごくお金がかかるけれども、ひょっとしたらビジネスチャンスでもある。何兆

円かかるとしても、今度は外にお金を払わない。すなわち省エネをすれば中東にお金を持って

行くことはなく、それが国内市場に回るわけだから、それで R&D をやって新しい国内需要を

どんどん増やして行こうではないか。そういった考え方に立てば、いくらお金がかかるとして

も、それはぐるぐる回るお金であるということでやって行くという姿勢があるわけです。そう

いった姿勢がなければ、相変わらずどれだけ減らせるか、言ってみれば外からの圧力に負けて、

そんなに減らすなんていうことをする必要はないという論が勝ちます。 

 我々は一体どんな国にしたいのかということをまず論議すれば、ある程度の答えは出て来る。

私は本当にぎりぎりに絞って 100 だったら、ひょっとしたら 120 ぐらい言っておいた方が、

これからどうせ低炭素社会に行くのだから、早くそっちに行けるのではないかという感じが非

常にいたします。 
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図－56 

〈図－56〉 右図は、GDP 当たりのエネルギーの量、すなわちどれだけ日本が省エネ国家で

あるかということを示しております。1970 年から 2030 年。一番成績が良いのは日本です。

そして、成績が悪いのはアメリカです。韓国はもっと悪い。そしてヨーロッパは中間にありま

した。 

 左図は現在は何が起こっているか。1990 年以降何が起こったか。日本はバブルの時に誰も

R&D をしなくても、飯が食って行ける。バブルが弾けたとたんに、R&D なんかに誰が投資す

るかとなる。そんなことをやっている間に、どんどん下がって行ってしまった。日本は横ばい

です。他のグラフはその間の各国の目標です。先ほど私が申しましたヨーロッパの国は、イギ

リスは 2050 年にこれだけ行くのだ、ドイツはこれだけ行くのだという目標を作ったら、日本

はその時に、見通しがついたらここでこれ以上は減らしません、乾いた雑巾ですと言っていた。

しかし、ある程度、目標を持って皆がやれば、どんどん省エネ国家になるという可能性がある。 

 我々は残念ながら出遅れて、どんどんと追いつかれています。あまりあぐらをかいているわ

けには行かない。今私は、2020 年には何%削減しなさいなどと言える立場にはありませんが、

前向きにとらえるか、後ろ向きにとらえるか。恐らくその問題だと思います。 

 先ほどの話のように、例えばドイツがあれだけ太陽パネルを各家につけて、そこから発電し

た電気を、皆さんが家で払っている値段の 3 倍で買いますという、電力料金システムにしたと

いうことによって何を狙ったか。もちろん太陽エネルギーのシェアを拡大するということがあ

るけれども、長期的に見たら太陽エネルギーしかないし、先ほど言いました化石燃料も使えな
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い、ゼロエミッションだということなので、100 年先だったら、少しぐらい今のうちにコスト

がかかっても、先取りした方が良いではないかということになります。そういった見通しがま

ずいるのではないか。 

 ではその時に社会システムはどうかと言うと、3 倍も高いお金を一体誰が払うのかというこ

とも政府が決めた。電力会社にいったんお金は入るけれども、電力会社はそれを一般消費者に

かぶせて良いということです。どういうことかと言うと、結局私が申し上げましたように、努

力する人が儲け、努力しない人が損をする形にして回して行こう、という社会システムを創ろ

うとしている。 

 何度も言いますが技術はほとんどあります。もちろん長期的にはない技術もあるので頑張ら

なくてはいけません。しかし、社会の経済システムを変えるということによって、ますますこ

の方向へ行く可能性があるのではないかと思っています。 

 話が少しずれてしまって申し訳ありません。（拍手） 
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